
11 

 

第４節  特定健診・特定保健指導の結果の通知と保存 

１．特定健診・保健指導のデータの形式 

国の通知「電磁的方法により作成された特定健康診査及び特定保健指導に関する記録の取扱いにつ

いて（平成20年3月28日健発第0328024号、保発第0328003号）」に基づき作成されたデータ形式で、健

診実施機関から代行機関に送付される。 

受領したデータファイルは、特定健康診査等データ管理システムに保管され、特定保健指導の実績に

ついては、特定健康診査等データ管理システムへのデータ登録を行う。 

 

２．特定健診・保健指導の記録の管理・保存期間について 

特定健康診査・特定保健指導の記録の保存義務期間は、記録の作成の日から最低5年間又は加入者

が他の保険者の加入者となった日に属する年度の翌年度の末日までとなるが、保存期間の満了後は、

保存してある記録を加入者の求めに応じて、当該加入者に提供するなど、加入者が生涯にわたり自己の

健康情報を活用し、自己の健康づくりに役立てるための支援を行うように努める。 

 

３．特定健診等データの情報提供及び照会 

特定健康診査及び特定保健指導は、保険者が共通に取り組む法定義務の保健事業である。このため、

加入者が加入する保険者が変わっても、保険者において過去の健診結果等を活用して継続して適切に

特定健康診査及び特定保健指導を実施できるよう、高確法第 27 条第１項及び実施基準第 13 条の規

定により、保険者（以下「現保険者」 という。）は、加入者が加入していた保険者（以下「旧保険者」とい

う。）に対し、当該加入者の特定健診等データの提供を求めることができること、当該記録の写しの提供を

求められた旧保険者は、当該加入者の同意を得て、現保険者に記録の写しを提供しなければならないこ

ととされている。 

生涯にわたる健康情報を活用した効果的な保健指導を実施するため、「福岡県保険者協議会におけ

る医療保険者間異動者の健診結果受け渡しに係るルール」に基づき、積極的に過去の健診結果の情報

提供を求めるものとする。 

 

４．個人情報保護対策 

特定健康診査等の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び同

法に基づくガイドライン等に定める役員・職員の義務（データの正確性の確保、漏えい防止措置、従業者

の監督、委託先の監督等）について周知徹底をするとともに、みやこ町個人情報保護条例によるセキュリ

ティポリシーについても周知徹底を図り、個人情報の漏洩防止に細心の注意を払う。 

 

５．被保険者への結果通知の様式 

厚生労働省から示された内容を網羅した様式とする。 
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第５節  結果の報告 

支払基金（国）への実績報告を行う際には、国の指定する標準的な様式に基づいて報告するよう、大

臣告示（平成20年厚生労働省告示第380号）及び通知で定められている。 

実績報告については、特定健診データ管理システムから実績報告用データを作成し、健診実施年度

の翌年度１１月１日までに報告する。 

 

 

第６節  特定健康診査等実施計画の公表・周知 

生活習慣の改善により、若い時からの糖尿病等の生活習慣病の予防の対策を勧め、糖尿病等を発症

させない段階で留める事ができれば通院患者を減らすこと、更には重症化予防や合併症の発症を抑え

入院患者を減らすことが期待できる。また、その結果、生活の質の維持及び向上を図りながら医療費の伸

びの抑制を実現することが可能になる。皆保険制度を持続可能とするためにも町民の理解と実践が最も

重要となる。 

そのため、特定健康診査等実施計画について、広報紙及びホームページへ掲載する等、加入者や関

係者に対し、内容の普及啓発に努める。 

なお、保険者等においては、個人情報の保護に関する各種法令・ガイドラインに基づき、庁内等での

利用、外部委託事業者への業務委託等の各場面で、その保有する個人情報の適切な取り扱いが確保さ

れるよう措置を講じる。 

 


